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義務教育9か年を終った青少年が，どのような進路をたどり，どのような生
活事情や教育事情のもとにおかれているかは，本人や父兄に之つてはもちろん
のことp 直接指導の任にあたる教師にとっても，また社会にとってもきわめだ
重要な問題マある。最近の入学難め激化や就職難の深刻さはa多分に国内事情
から派生する宿命的なものがあるようではあるが，多〈は国の産業経済各般の
発展方向に左右される性格をもっている。ずこ之えば，新規労働力の大半をしめ
る学卒ーとくにその8割をしめる中学高校卒ーの就職動向をみただけでも，産
業構造の近代化ないし不完全就業対策等の長期的課題が，今後ますます積栂的
にとりあげられねばならぬ運命にある。これを都道府県単位で考察してもれ各
都道府県の産業経済基盤と結ばれ，産業開発計画と密接な関連をもってくる。
このような社会的な問題を，教育の側からみた場合どのよ?なことが考えら
れるであろヲか。学校側からいえば，学校教育に突する産業社会の要請を正し
くうけとめて，それに対応した教育を行う必要があろうし，教育行政施策の任
にゐたる当局もまた，合理的な教育行政の運営にこのことをなおざPにするこ
とはできない。昭和26年6月，産業教育振興法が誕生し，産業教育界に画期的-
な効果をもたらしたのは，産業社会の要請を国の施策として実現したもので，
教育界に幾多の新風を吹きこんだことはいうまでもない。
県立教育研賞所が，生ド県産業教育総合計画作成専門委員会に加ヮて，高等学
校産業教育振興たのめの基礎研究をはじめたのは昭和27年からである。その態
度は，教育計画の基礎によこたわっているもっとも現実的な問題を3 具体的な
すがたでとらえていうとするものであった。そのなかtζは，高等学校卒業牛ーの
需要と供給を見定めるための高校通常課程卒業生の調査(昭和26，27， 28年度
3か年卒業者について28年1用実施〉や，本県内の事業所および官庁従業員の
学歴構成並びに，最近5か年聞の新制高校卒業者の新規採用者数を明らかにし
その結果から昭和38年度における産業別労働人口中にしめる，高校卒J従業員数ー
の推測をした調査(昭和29年6月〉など，高校教育に対する社会的要請な把握
する研究などが含まれているが，さらに，一歩を進めるために，昭年初年以来
高ー等学校の教育と，その段階年齢層の菅少年を，総合的に教育の中に組みこん
でい〈研究に取り組んできた!o とのために，県立巻高等学校，巻農業高等学校
のおかれている西蒲原郡地区をモデル調査地区とし，両高等学校を研究協力学
校として 2'か年研究を進めてきた。この研賀は全県を概観する調査を基底とし
て， さらに精細な資料をえるとともに，具体的な高等学校をすえた総合的な教
育編成の輪郭をえがくことを窯図して行われて合た。高等学校教育立地の研究
は，このように特定地域をモデルケーネとして，それをさらi乞全県的犯おし進
めようとするものであるが，ここにま之められた内容は，いわば立地研究前段
の作業といってもよい。
高校段階年齢青少年φ教育編成に関する問題は，中学校卒業者の進路からみ
て，高校通常課程進学者と，広い意味の勤労青少年教育の二つに分けることが
できる。定時制進学者は高校教育とみるとしても，働きつつ学ぶという点では
他の勤労青少年の教育機関〈青年学級や各種教育施設等〉 之同様でおる。こ託
らの問題ととり組んで，教育立地の条件を明らかにするためには，
1 産業的条件(主として，中，高校卒業生の産業との結びつき〉
2 社会的条件(主として，高校教育人bに対する地域の社会的要請〕
3 教育条件(主として，生徒や青少年に対する教育の要請〉
などを究明する必要がある。いまここにとりあげている五つの研究主題は，い
ずれもとの三条件のうちに合まれる重要な課題であることはいうまでもない。
これを単独にーつーっとり出しても，教育の営みに直接結ぼれる部面も多く，
教育実践を一歩でも高める原動力となることを念願したい。同時にこれらの研
境は集大成統合されて，他日教育施策の基礎にカづよくつながっていくであろ
うことを期待して序にかえることばとしたい。
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